
 

2017年 FICPI 中国（杭州）シンポジウム 

国際弁理士連盟（FICPI）の 2017 年中国（杭州）シンポジウム（第 6 回中国 IP シ

ンポジウムともいう）が 2017 年 3 月 30 日～4 月 1 日、中国東部浙江省の省都であ

る杭州市にて開催された。「歴史と文化の都市」である杭州市は、成功裡に終わ

った第 11 回 G20 サミットの開催都市として直近では知られていた。加えて、オー

シャ・リャンの中国事務所が、杭州市に置かれている。 

このシンポジウムには、世界中の国々から、IP 専門家および IP 問題に大いに関心

を持つ人々を含めて 250 名を超える参加者が集まった。同シンポジウムは、中国

知的財産システムの最新の動向、および広がりを見せる世界的な傾向について焦

点を合わせるものであった。「特許当局が直面する機会ならびに課題」、「特許

司法保護の新たな傾向」、および「コンピューター・ソフトウェア関連特許申請

の審査」などのトピックが注目を集めた。同シンポジウムの期間中に開催された

注目の討論を以下に紹介する。  

特許当局が直面する機会ならびに課題 

中国、日本、インドおよび英国の各国からの 4 名の講演者は、世界的にも地域的

にも現在の IP サービス全体についての洞察を共有した上で、非専門家が IP 専門

実務を侵食し、IT システムならびにオンラインサービスが非常に早いペースで進

化していく中で、従来型の IP サービス提供者、すなわち IP 法律事務所および当

局に課せられた課題について分析した。このセッションを通じて議論された現在

進行中の問題は、ニュートラル・ネットワーク・ラーニングが支援する機械翻訳

などの進捗著しい人工知能が、IP 専門家の有する専門性に対する必要性を脅かす

ものか否か、また、今後数年中にこれが問題となるのはどの程度なのかというも

のであった。興味深いことに、この問題は、質疑応答セッションにおいて講演者

と聴衆の議論に火を付けた。中国からの講演者がプレゼンテーション中に述べた



 

ことであるが、我々がこのような現実に直面するとき、「悲観主義者」と「楽観

主義者」の双方が存在するのである。 

特許司法保護の新たな傾向 

このセッションでは、北京知的財産権裁判所の技術調査部の部長であるチュン•イ

ー氏が、2014 年 11 月 6 日の設立から 2 年の間に北京 IP 裁判所でどのように運用

がなされてきたかについて報告を行った。統計が示すとおり、提訴され解決に至

った事件数は、2015 年から 2016 年に 40％超増加しており、IP 関連の紛争問題の

増加および北京 IP 裁判所の人気の高さも示している。イー氏は、また、特許侵害

事件を裁くうえで同裁判所が高い能力を有しているとの自信を表明し、とりわけ、

同裁判所が用いている技術調査担当官システムについて言及した。 

やはり中国の講演者である、柳沈法律事務所のフェンボ・タオ氏は、 最近の衝撃

的な損害賠償に関する判決で、2016 年 12 月 8 日に北京 IP 裁判所が判示した、い

わゆるウォッチデータ対ヘンバオ事件についての判例研究を解説した。同裁判所

は、原告ウォッチデータに 4 千 9 百万中国元の損害賠償額を認めたが、これは、

同裁判所が認容したもの中でも設立以来で最大の損害賠償額となった。タオ氏は、

北京 IP 裁判所がどのように損害賠償額を算出し決定するかというプロセスについ

て聴衆に説明の上、明確な証拠に裏付けられた合理的な特許侵害損害賠償額につ

いて同裁判所が進んで増額を認めていることを示した。 

コンピューター・ソフトウェア関連特許申請の審査 

コンピューター・ソフトウェア関連の特許申請に関して、世界の IP システムは、

その他の技術分野よりも多くの不確定性および困難に絶えず直面している。本セ

ッションでも、世界中の様々な地域から参加した講演者らが、コンピューター・

ソフトウェア関連の特許または特許申請についての世界中での消長盛衰について

説明した。国家知的財産権局(SIPO)の電気部の部長であるヨンホン・リー氏は、



 

まさに講演当日である 2017 年 4 月 1 日付発行の中国特許審査指針の改定版につい

てプレゼンテーションを行った。リー部長は、SIPO によるソフトウェア関連特許

申請の審査を規制する同指針第 9 章の改定の理論的根拠について、極めて明瞭に

説明を行い、この種の特許申請に対する SIPO の開かれたかつ前向きな態度を紹介

した。同指針の改定ならびにそれによる影響に関する詳細な情報については、オ

ーシャ・リャンの前回のニュースレターを参照されたい。[リンク]  

この議論に続いて、オーシャ・リャンLLPのジョナサン・オーシャ氏が、2014 年に

出された米国連邦最高裁のアリス事件 1以降の米国におけるコンピューター実装発

明に関する主題適格性（subject matter eligibility）について、その明確な基

準の欠如に関する現在の状況およびそれに対する懸念につきプレゼンテーション

を行った。コンピューター実装発明についての主題適格性（subject matter 

eligibility）に関して米国内の状況は安定していないものの、オーシャ氏は、特

許適格性（patent eligibility）を確保できるように、コンピューター実装発明

についての特許申請の作成方法に関して有益な提言を行った。 

同シンポジウムは、最後のセッション終了後、伝統的な中国の円卓宴会によって

幕を閉じ、翌日には、風光明媚な杭州市周辺でのエクスカーションが開催された。 

 

 

                                                           
1 アリス・コーポレーション対 CSL 銀行インターナショナル事件（合衆国最高裁判例集 134巻 2347
頁 2014年） 


